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STEP１-１ 基本情報
組合コード 63269
組合名称 万代健康保険組合
形態 単一
業種 飲食料品小売業

令和3年度 令和4年度 令和5年度
被保険者数
* 平均年齢は
特例退職被保
険者を除く

9,200名
男性37.9%

（平均年齢41.0歳）*
女性62.1%

（平均年齢48.6歳）*

9,330名
男性38.1%

（平均年齢41.1歳）*
女性61.9%

（平均年齢48.6歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*
特例退職被保険
者数

0名 0名 -名

加入者数 12,658名 12,771名 -名
適用事業所数 5ヵ所 5ヵ所 -ヵ所
対象となる拠点
数

5ヵ所 5ヵ所 -ヵ所

保険料率
*調整を含む

104‰ 103‰ -‰

健康保険組合と事業主側の医療専門職
令和3年度 令和4年度 令和5年度
常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人)

健保組合 顧問医 0 0 0 0 - -
保健師等 0 0 0 0 - -

事業主 産業医 0 3 0 3 - -
保健師等 0 0 0 0 - -

第2期における基礎数値
（平成28年度の実績値）

特定健康診査実施率
(特定健康診査実施者数÷
特定健康診査対象者数)

全体 4,300 ∕ 5,150 ＝ 83.5 ％
被保険者 4,200 ∕ 4,600 ＝ 91.3 ％
被扶養者 100 ∕ 550 ＝ 18.2 ％

特定保健指導実施率
(特定保健指導実施者数÷
特定保健指導対象者数)

全体 60 ∕ 250 ＝ 24.0 ％
被保険者 50 ∕ 200 ＝ 25.0 ％
被扶養者 10 ∕ 50 ＝ 20.0 ％

令和3年度 令和4年度 令和5年度
予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人
当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円）

保健事業費

特定健康診査事業費 1,000 109 1,000 107 - -
特定保健指導事業費 4,000 435 4,000 429 - -
保健指導宣伝費 12,000 1,304 12,000 1,286 - -
疾病予防費 28,000 3,043 28,000 3,001 - -
体育奨励費 10 1 10 1 - -
直営保養所費 0 0 0 0 - -
その他 0 0 0 0 - -
　
小計　…a 45,010 4,892 45,010 4,824 0 -
経常支出合計　…b 3,229,856 351,071 3,330,137 356,928 - -
a/b×100 （%） 1.39 1.35 -
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令和3年度 令和4年度

令和5年度

(歳)

(百人)

70-74
65-69
60-64
55-59
50-54
45-49
40-44
35-39
30-34
25-29
20-24
15-19
10-14

5-9
0-4

15 10 5 0 5 10 15
男性(被保険者) 男性(被扶養者) 女性(被保険者) 女性(被扶養者)

(歳)

(百人)

70-74
65-69
60-64
55-59
50-54
45-49
40-44
35-39
30-34
25-29
20-24
15-19
10-14

5-9
0-4

15 10 5 0 5 10 15
男性(被保険者) 男性(被扶養者) 女性(被保険者) 女性(被扶養者)

(歳)

(百人)

70-74
65-69
60-64
55-59
50-54
45-49
40-44
35-39
30-34
25-29
20-24
15-19
10-14

5-9
0-4

0 2 4 6 8 10
男性(被保険者) 男性(被扶養者) 女性(被保険者) 女性(被扶養者)
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男性（被保険者）
令和3年度 令和4年度 令和5年度
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 17人 10〜14 0人 15〜19 17人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 284人 25〜29 547人 20〜24 276人 25〜29 499人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 484人 35〜39 364人 30〜34 504人 35〜39 395人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 465人 45〜49 419人 40〜44 438人 45〜49 460人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 250人 55〜59 247人 50〜54 277人 55〜59 237人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 231人 65〜69 172人 60〜64 251人 65〜69 163人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 7人 70〜74 12人 70〜74 -人

女性（被保険者）
令和3年度 令和4年度 令和5年度
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 19人 10〜14 0人 15〜19 75人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 489人 25〜29 367人 20〜24 449人 25〜29 396人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 308人 35〜39 263人 30〜34 304人 35〜39 266人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 387人 45〜49 628人 40〜44 379人 45〜49 591人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 850人 55〜59 936人 50〜54 872人 55〜59 923人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 883人 65〜69 576人 60〜64 926人 65〜69 605人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 7人 70〜74 15人 70〜74 -人

男性（被扶養者）
令和3年度 令和4年度 令和5年度
0〜4 253人 5〜9 271人 0〜4 233人 5〜9 276人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 322人 15〜19 242人 10〜14 293人 15〜19 278人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 128人 25〜29 21人 20〜24 135人 25〜29 21人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 11人 35〜39 4人 30〜34 13人 35〜39 8人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 3人 45〜49 2人 40〜44 2人 45〜49 4人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 6人 55〜59 1人 50〜54 5人 55〜59 3人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 15人 65〜69 7人 60〜64 9人 65〜69 9人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 8人 70〜74 4人 70〜74 -人

女性（被扶養者）
令和3年度 令和4年度 令和5年度
0〜4 227人 5〜9 250人 0〜4 229人 5〜9 246人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 267人 15〜19 268人 10〜14 284人 15〜19 271人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 121人 25〜29 65人 20〜24 105人 25〜29 59人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 141人 35〜39 155人 30〜34 108人 35〜39 163人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 200人 45〜49 133人 40〜44 186人 45〜49 149人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 106人 55〜59 85人 50〜54 106人 55〜59 92人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 76人 65〜69 43人 60〜64 81人 65〜69 42人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 27人 70〜74 29人 70〜74 -人

基本情報から見える特徴 女性被保険者の割合が高く、かつ４０歳以上者が７５％を占めている。
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STEP１-２ 保健事業の実施状況
保健事業の整理から見える特徴
・定期健康診断については人事制度も絡め全員受診の徹底を図っている。
・定期健診後の有所見者に対し職場巡視を行い、重症化を未然に防ぐ取組を行っている。
・増加するメンタルヘルスへの取組として、面談や電話カウンセリングを予約制で行っている。

事業の一覧
職場環境の整備
加入者への意識づけ
個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健康診査
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　保健指導宣伝 　「ほけんだより」の発行
　保健指導宣伝 　育児図書の送付
　保健指導宣伝 　参考図書の配布
　保健指導宣伝 　医療費通知・ジェネリック医薬品使用差額通知
　保健指導宣伝 　健康保険組合ホームページの作成
　疾病予防 　人間ドック・生活習慣病健診
　疾病予防 　大腸癌検診
　体育奨励 　プール利用券配布
事業主の取組
　1 　新入職員研修
　2 　定期健康診断及び深夜業務者健診
　3 　雇用時健診
　4 　健康診断結果に対する個別指導
　5 　カウンセリング
　6 　管理職研修
　7 　社内報の活用
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。
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職場環境の整備
加入者への意識づけ
個別の事業

特
定
健
康
診
査
事
業

3 特定健康診査

【目的】
健康状態の把握による疾病予防及び早期発見
【概要】
・被保険者
事業主が実施する定期巡回健診結果を共有。
・被扶養者
事業主が実施する巡回健診会場での受診勧奨。
未受診者に対して受診券を送付

被保険者
被扶養者 全て 男女

40
〜
74

基準該
当者 462

被保険者は母体企業の巡回健診共有に
より、6〜8に実施。受診者数1,752名。
被扶養者は母体企業の巡回健診会場で
の受診勧奨。受診者数72名

・被保険者
事業主との連携
・被扶養者
人間ドック利用者以外では、特定健診
のみの受診者はゼロに近かったが、母
体企業の巡回健診会場での受診勧奨に
より受診者が増加している。また巡回
健診で受診できなかった者からは、受
診券交付の申し出もあり、受診率アッ
プの要因となっていると考えている。

・母体企業とのスケジュール調整
・被扶養者への事前周知方法の検討 4

特
定
保
健
指
導
事
業

4 特定保健指導

【目的】
保健指導によるメタポリックシンドロームの減少
【概要】
・データ取込み後階層化を行い該当者に受診勧奨文の送付
・人間ドックで保健指導対象者とされた者について受診機
関で受診するよう依頼。

被保険者
被扶養者 全て 男女

40
〜
74

基準該
当者 945

・管理栄養士と健診委託契約を行い、
母体企業が委託している産業カウンセ
ラーとも契約を行い、　巡回による保
健指導を実施した。27年度においては2
6年度に動機付け・積極的支援対象者の
者について、優先的に実施した。

・文書での勧奨では受診しないもので
あっても、巡回により保健指導を行う
ことにより受診者が増加した。

・全額組合負担としているため、財政
上の問題が大きい。保健指導について
は負担金を出してまで受診しようとす
るものは少ない。

1

保
健
指
導
宣
伝

2 「ほけんだよ
り」の発行

【目的】
健保組合の状況理解向上
【概要】
機関誌「ほけんだより」を発行。全被保険者に配布。

被保険者 全て 男女
16
〜
74

全員 799 年２回（3月、9月）に全被保険者に配
布。 継続実施 - 5

2 育児図書の送
付

【目的】
育児に関する情報提供、育児時の不安軽減
【概要】
被保険者及び被扶養者が出産した時に育児図書を送付

被保険者
被扶養者 全て 男女

16
〜
74

基準該
当者 449

被保険者及びその被扶養者が出産した
時に1年間育児育児図書を配布、また第
1子に限り育児箱を配布。

対象者からのアンケート調査では「役
立った」との声が多い。 継続実施事業 5

5 参考図書の配
布

【目的】
新規採用者に対し保険制度に対する周知等
【概要】
4月の新入社員に対し健康保険・厚生年金制度に関する手引
き図書を配布

被保険者 母体企
業 男女

18
〜
25

基準該
当者 167

新卒入社社員に対し、健康保険制度等
についての説明会の実施おこなうとと
もに、健康に関するパンフレットを配
布した。

- - 3

5
医療費通知・
ジェネリック
医薬品使用差
額通知

【目的】
医療費に対する認識向上を図るため、自身が使った医療費
の通知及び服用している医薬品の差額情報提供
【概要】
医療費通知年4回、ｼﾞｪﾈﾘｯｸ医薬品使用差額通知年1回被保険
者宛て送付

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

基準該
当者 180 継続実施 - - 4

2,5
健康保険組合
ホームページ
の作成

健康保険制度の 被保険者
被扶養者 全て 男女

-
〜
-

全員 1,600 - - - -

疾
病
予
防

3
人間ドック・
生活習慣病健
診

【目的】
疾病の早期発見による重症化予防
【概要】
契約医療機関で受診した加入者に対し受診費用の一部補助

被保険者
被扶養者 全て 男女

40
〜
74

基準該
当者 7,201 27年度受診者数329名（内扶養者34名

）

健保組合補助金の引き下げによる受診
者数の減少を避けるため、ミニドック
として生活習慣病健診の契約を行った
が、周知不足もあり受診者数の減少を
食い止めることはできなかった。

・事業主が実施する定期健診との重複
受診。
・人間ドックと生活習慣病健診との相
違点の周知。

3

5 大腸癌検診
【目的】
大腸ガンの早期発見
【概要】
6月〜7月に被保険者全員に検査容器を配布・回収

被保険者 母体企
業 男女

18
〜
74

全員 3,150
27年度、3,653名が受診。（86.15％）
要再検査272名、内4名が早期癌と診断
される。

事業主の協力もあり提出者が多かった
。

人間ドック受診者には検査項目に入っ
ていることから事前の周知が必要。 4

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業の目的および概要
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価資格 対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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体
育
奨
励

5 プール利用券
配布

【目的】
運動機会の提供・啓発による健康増進
【概要】
夏季に京阪神のプール利用割引券を斡旋

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

全員 0 毎年500枚配布、被保険者にも好評。
継続実施予定。 - - 4

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．訪問指導  ８．その他
注２) １．39%以下  ２．40%以上  ３．60%以上  ４．80%以上  ５．100%

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業の目的および概要
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価資格 対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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事業主の取組

新入職員研修 健康に関する自己管理意識の向上と労務上の諸注意 被保険者 男女
18
〜
25
入社後の研修時に実施 - - 有

定期健康診断及び
深夜業務者健診 労働安全衛生法に基づき実施 被保険者 男女

18
〜
65

定期健康診断については、店舗巡回により実施
（6〜8月）。
深夜業務者健診は指定医療機関等で受診（随時
）

定期健康健診は100％受診を目標に実施。 - 無

雇用時健診 労働時間変更による社保加入対象となった者、定年再雇用時に実施 被保険者 男女
18
〜
63
雇用区分変更時及び再雇用時に実施 - - 無

健康診断結果に対
する個別指導 有所見者に対し産業医等による保健指導を実施 被保険者 男女

18
〜
65
定期健康診断の有所見者に対して実施 健診結果を活用し産業医等による生活習慣改善

及び受診勧奨 - 無

カウンセリング ・休職者の職場復帰に向けて支援
・メンタルヘルスの予防に向けてのカウンセリング 被保険者 男女

18
〜
65

・休職者の職場復帰に向けての支援や復帰後の
カウンセリング
・メンタルヘルスの予防に向けたカウンセリン
グ（予約制）

- - 無

管理職研修 新任管理者を対象としたメンタルヘルス、セクハラ、勤務時間等の
知識向上 被保険者 男女

35
〜
55
新任管理者への理解促進 - - 無

社内報の活用 健康情報の提供 被保険者 男女
18
〜
65
社内報により各種健康情報等を提供 - - 無

事業名 事業の目的および概要
対象者 振り返り 共同

実施資格 性別 年
齢 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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STEP１-３ 基本分析

登録済みファイル一覧
記号 ファイル画像 タイトル カテゴリ コメント
ア 現状把握（総医療費の推移） 加入者構成の分析 2016年適用拡大に伴い、40歳以上の女性被保険者が対前年比200%増と大

幅に増加し、医療費総額も増加した。

イ 現状把握（疾病別・年代別医療費） 医療費・患者数分析 年齢階層があがるにつれ、循環器系統の疾患が多い。また、中年齢層（30
・40歳代）に精神疾患が多い。

ウ 現状把握（主要疾病別受診者数） 健康リスク分析 主要疾患別で見ると、受診比率は大幅な変動は見られないが、精神・悪生
新生物の受診率は高くなっている。この2疾病で総医療費の約36%を占めて
おり、今後の課題と考える。
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１-１．総医療費の推移

総医療費：医療費(被保険者＋被扶養者) 一人当たり医療費：医療費 ÷ 加入者（被保険者＋被扶養者）

（全レセプト） （全レセプト）

１-２．年代別医療費の推移

年代別医療費(割合)：医療費(被保険者＋被扶養者) 年代別医療費：医療費(被保険者＋被扶養者)

（全レセプト） （全レセプト）

適用拡大の結果、40歳以上の女性被保険者が対前年比200%超となった。これに伴い医療費に占める40歳以上者分が対前年比１１０％と大幅

に増加した。

2016年10月からの適用拡大により、被保険者数が対前年比141.3%増と大幅な増加となった。これに伴い医療費総額も対前年比146.6%も

の大幅な増加となり、一人当たり医療費も増加した。分母(被保険者数）が増えることにより、分子(医療費総額）も増加するが、一人当たり

の医療費は下がるものだが、若年層が増えず、高齢者層が増加した影響と思料される。
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１-３．診療別医療費の推移

診療別医療費(割合)：医療費(被保険者＋被扶養者) 診療別医療費：医療費(被保険者＋被扶養者)

（全レセプト） （全レセプト）

医療費総額は増加しているが、診療別割合はあまり変動はない。
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１-４．疾病別の医療費（2014年10月~） ※2014年10月～2015年9月・医科調剤レセプト・主病名

疾病別医療費(割合)：医療費(被保険者のみ)

その他(※1)とは、

損傷,中毒およびその他の外因の影響（0.1億円）

神経系の疾患（0.1億円）

精神および行動の障害（0.1億円）

等

※歯科医療費及び歯科に係る調剤医療費は含まない。

１-5．疾病別・年代別の医療費（2014年10月~）

医療費（被保険者） ※2014年10月～2015年9月・医科調剤レセプト・主病名

疾病別・年代別医療費(割合)：医療費(被保険者のみ)

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

※歯科医療費及び歯科に係る調剤医療費は含まない。

循環器系の疾患

1.0億円

20.1%

新生物

0.9億円

16.8%

内分泌,栄養およ

び代謝疾患

0.5億円

9.8%

呼吸器系の疾患

0.4億円

8.7%

筋骨格系および結合組

織の疾患

0.4億円

8.5%

消化器系の疾患

0.4億円

7.6%

尿路性器系の疾患

0.4億円

7.0%

感染症および寄生虫症

0.2億円

3.7%

眼および付属器の疾

患

0.2億円…

皮膚および皮下組織の疾患

0.2億円

3.0%

その他(※1)

0.6億円

11.6%

合計：5.1億円

加入者数（年間平均）

総医療費
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⑳その他

⑲周産期に発生した病態

⑱先天奇形,変形および染色体異常

⑰耳および乳様突起の疾患

⑯血液および造血器の疾患ならびに免疫機構の障害

⑮妊娠,分娩および産じょく<褥>

⑭症状,徴候および異常臨床所見・異常検査所見で他に

分類されないもの
⑬神経系の疾患

⑫皮膚および皮下組織の疾患

⑪損傷,中毒およびその他の外因の影響

⑩眼および付属器の疾患

⑨感染症および寄生虫症

⑧精神および行動の障害

⑦尿路性器系の疾患

⑥消化器系の疾患

⑤呼吸器系の疾患

④筋骨格系および結合組織の疾患

③内分泌,栄養および代謝疾患

②新生物

①循環器系の疾患
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受診人数（被保険者） ※2014年10月～2015年9月・医科レセプト・全疾病

疾病別・年代別受診者数(割合)：医療費(被保険者のみ)

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

⑯

⑰

⑱

高齢化に伴い、循環器系の疾患が増加している。また、中年層（30・40歳代）において、精神疾患が多いことは注目に値する。
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～29歳 30歳～ 40歳～ 50歳～ 60歳～

⑳その他

⑲周産期に発生した病態

⑱先天奇形,変形および染色体異常

⑰耳および乳様突起の疾患

⑯血液および造血器の疾患ならびに免疫機構の障害

⑮妊娠,分娩および産じょく<褥>

⑭症状,徴候および異常臨床所見・異常検査所見で他に

分類されないもの
⑬神経系の疾患

⑫皮膚および皮下組織の疾患

⑪損傷,中毒およびその他の外因の影響

⑩眼および付属器の疾患

⑨感染症および寄生虫症

⑧精神および行動の障害

⑦尿路性器系の疾患

⑥消化器系の疾患

⑤呼吸器系の疾患

④筋骨格系および結合組織の疾患

③内分泌,栄養および代謝疾患

②新生物

①循環器系の疾患
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２-1．主要疾病の受診者数

※医科・全疾病・疑い病名のぞく

高血圧性疾患：受診者(被保険者のみ) 糖尿病：受診者(被保険者のみ)

脂質異常症：受診者(被保険者のみ) 脳血管疾患：受診者(被保険者のみ)

虚血性心疾患：受診者(被保険者のみ) 動脈疾患：受診者(被保険者のみ)
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肝疾患：受診者(被保険者のみ) 腎不全：受診者(被保険者のみ)

ＣＯＰＤ：受診者(被保険者のみ) 高尿酸血症および痛風：受診者(被保険者のみ)

精神：受診者(被保険者のみ) 悪性新生物：受診者(被保険者のみ)
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２-2．5大癌の受診者数

※医科・全疾病・疑い病名のぞく

胃がん：受診者(被保険者のみ) 肺がん：受診者(被保険者のみ)

大腸がん：受診者(被保険者のみ) 乳がん：受診者(被保険者のみ)

子宮がん

主要疾患受診率では、精神・悪性新生物の受診率が高くなっている。総医療費から見ても両疾患で約36%を占めており、今後の課題と考える。
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STEP２ 健康課題の抽出
No. STEP1

対応項目 基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 優先すべき
課題

1 今後も事業規模拡大が見込まれることから、資格取得時の健康診断を含め、
健康教育を充実させる。  新規取得者を含め、健康教育に関する周知徹底を図る。 

基本情報
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1 40歳代以上の被保険者増が見込まれることから、特定健診等の受診率を向上させる。  広報媒体を整備する。

保健事業の実施状況
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1 特定保健指導受診率が上がらない。  保健指導事業者数を増やす努力が必要。

ア
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STEP３ 保健事業の実施計画

事業の一覧
職場環境の整備
加入者への意識づけ
個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健康診査
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　保健指導宣伝 　「ほけんだより」の発行
　保健指導宣伝 　育児図書の送付
　保健指導宣伝 　参考図書の配布
　保健指導宣伝 　医療費通知・ジェネリック医薬品使用差額通知
　疾病予防 　人間ドック・生活習慣病健診
　疾病予防 　大腸癌検診
　体育奨励 　プール利用券配布
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。

事業全体の目的
加入者の健康への意識が高くないことから、きめ細やかな周知広報ならびに健康教育を行うことにより、健康意識の向上を図る。

事業全体の目標
これまでの広報誌だけの周知に加え、ホームページを作成しタイムリーな情報の展開や健康・保健事業について周知を図り、医療費の抑制並びに健康教育の質的向上を目指す。
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職場環境の整備
加入者への意識づけ
個別の事業
特
定
健
康
診
査
事
業

3

既
存(

法
定)

特定健康診査 全て 男女
40
〜
74

被保険
者,被扶

養者
３ ケ 社内検診会場の活用 コ - 外部委託しない - 社内検診開始時に併せて、被扶養者に対し個別に勧奨 受診率の向上により重症化を予防し、医療

費の削減を目指す。
今後も事業規模拡大が見込まれることから、
資格取得時の健康診断を含め、健康教育を充
実させる。

健診受診率(【実績値】90％　【目標値】令和4年度：90％)健診受診率90％以上 健診受診率(【実績値】82％　【目標値】令和4年度：90％)生活習慣病等の早期発見による重症化予防
特
定
保
健
指
導
事
業

4

既
存(

法
定)

特定保健指導 全て 男女
40
〜
74

基準該
当者 １ ケ - ア,コ - 外部委託しない - 結果データ取得後、随時実施 重症化を防ぎ医療費の削減を目指す

今後も事業規模拡大が見込まれることから、
資格取得時の健康診断を含め、健康教育を充
実させる。

特定保健指導実施率(【実績値】1％　【目標値】令和4年度：5％)特定保健指導実施率2%以上 特定保健指導実施率(【実績値】1％　【目標値】令和4年度：5％)生活習慣の改善による疾病の重症化予防
保
健
指
導
宣
伝

2,5 既
存

「ほけんだよ
り」の発行 全て 男女

16
〜
74

被保険
者 １ シ - ア - 外部委託しない - 4月・9月に発行 健康保険制度全般に対する教育活動の一環 該当なし（これまでの経緯等で実施する事業

）

「ほけんだより」発行(【実績値】2回　【目標値】令和4年度：2回)― 「ほけんだより」発行(【実績値】2回　【目標値】令和4年度：2回)―

2,5 既
存

育児図書の送
付 全て 女性

16
〜
74

被保険
者 １ ケ,シ - ア - 外部委託しない - 第1子出産者に対して実施

第1子出産による子育てに関する情報提供を
行うことにより、メンタル面を含めた母性
保護を目的とする

該当なし（これまでの経緯等で実施する事業
）

育児図書送付(【実績値】10人　【目標値】令和4年度：17人)―第１子誕生被保険者へ送付 育児図書送付(【実績値】10.4人　【目標値】令和4年度：17人)―第１子誕生被保険者へ送付

2 既
存

参考図書の配
布

母体企
業 男女

18
〜
25

被保険
者 １ ケ,シ - ア - 外部委託しない - 入社式を含め、資格取得時に実施 健康保険制度全般についての啓発

今後も事業規模拡大が見込まれることから、
資格取得時の健康診断を含め、健康教育を充
実させる。

新入社員への啓発(【実績値】150人　【目標値】令和4年度：150人)― 新入社員への啓発(【実績値】150人　【目標値】令和4年度：150人)―

2 既
存

医療費通知・
ジェネリック
医薬品使用差
額通知

全て 男女
0

〜
74

被保険
者,被扶
養者,任
意継続

者
１ シ - ア - 外部委託しない - 年2回実施 医療制度への関心を高める 該当なし（これまでの経緯等で実施する事業

）

医療費通知等(【実績値】2回　【目標値】令和4年度：2回)― 医療費通知等(【実績値】2回　【目標値】令和4年度：2回)―
疾
病
予
防

2 既
存

人間ドック・
生活習慣病健
診

全て 男女
40
〜
74

被保険
者,被扶

養者
１ ケ,シ - ア - 外部委託しない - 広報誌等への利用案内掲載を行う 健康に対する自覚を高め、医療費の削減を

図る
今後も事業規模拡大が見込まれることから、
資格取得時の健康診断を含め、健康教育を充
実させる。

人間ドック受診(【実績値】9％　【目標値】令和4年度：13％)受診率13%以上 人間ドック受診(【実績値】9％　【目標値】令和4年度：13％)疾病の早期発見・治療

3 既
存 大腸癌検診 母体企

業 男女
18
〜
74

被保険
者 １ ウ,シ - ア - 外部委託しない - 事業主との連携を図り実施 がん検診を行うことにより、早期発見や関

心を高める
今後も事業規模拡大が見込まれることから、
資格取得時の健康診断を含め、健康教育を充
実させる。

大腸がん健診(【実績値】90％　【目標値】令和4年度：94％)提出率95%以上 大腸がん健診(【実績値】90％　【目標値】令和4年度：94％)ガンの早期発見・早期治療
体
育
奨
励

8 既
存

プール利用券
配布 全て 男女

0
〜
74

被保険
者,被扶

養者
１ ス - ス - 外部委託しない - 健康保険組合連合会大阪連合会からの斡旋事業に参画する 健康保持を目指す 該当なし（これまでの経緯等で実施する事業

）

健康増進(【実績値】1回　【目標値】令和4年度：1回)― 健康増進(【実績値】1回　【目標値】令和4年度：1回)―

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) 事業名の後に「*」がついている事業は共同事業を指しています。
注３) １．健保組合  ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用  ３．健保組合と事業主との共同事業
注４) ア．加入者等へのインセンティブを付与  イ．受診状況の確認（要医療者・要精密検査者の医療機関受診状況）  ウ．受診状況の確認（がん検診・歯科健診の受診状況）  エ．ＩＣＴの活用（情報作成又は情報提供でのＩＣＴ活用など）  オ．専門職による対面での健診結果の説明  カ．他の保険者と共同で集計データを持ち寄って分析を実施

キ．定量的な効果検証の実施  ク．対象者の抽出（優先順位づけ、事業所の選定など）  ケ．参加の促進（選択制、事業主の協力、参加状況のモニタリング、環境整備）  コ．健診当日の面談実施・健診受診の動線活用  サ．保険者以外が実施したがん検診のデータを活用  シ．事業主と健康課題を共有  ス．その他
注５) ア．事業主との連携体制の構築  イ．産業医または産業保健師との連携体制の構築  ウ．専門職との連携体制の構築（産業医・産業保健師を除く）  エ．他の保険者との共同事業  オ．他の保険者との健診データの連携体制の構築  カ．自治体との連携体制の構築  キ．医療機関・健診機関との連携体制の構築  ク．保険者協議会との連携体制の構築

ケ．その他の団体との連携体制の構築  コ．就業時間内も実施可（事業主と合意）  サ．運営マニュアルの整備（業務フローの整理）  シ．人材確保・教育（ケースカンファレンス∕ライブラリーの設置）  ス．その他

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

注2)
事業名

対象者 注3)
実施
主体

注4)
プロセス

分類
実施方法

注5)
ストラク

チャー
分類

実施体制 外部委託先 予算額
(千円) 実施計画 事業目標 健康課題との関連対象

事業所 性別 年
齢 対象者

アウトプット指標 アウトカム指標
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STEP４-１ 事業報告
事業の一覧
職場環境の整備
加入者への意識づけ
個別の事業

1 特定健康診査
2 特定保健指導
3 「ほけんだより」の発行
4 育児図書の送付
5 参考図書の配布
6 医療費通知・ジェネリック医薬品使用差額通知
7 人間ドック・生活習慣病健診
8 大腸癌検診
9 プール利用券配布
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【 保健事業の基盤 】職場環境の整備
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【 保健事業の基盤 】加入者への意識づけ
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特定健康診査

対象事業所  全て 性別  男女 年齢  40 〜 74 対象者分類  被保険者,被扶養者

【個別の事業】
1 事業名

健康課題との関
連
分類
注1)事業分類 計

画 3-ア 実施主体 計
画 ３．健保組合と事業主との共同事業 予算科目 特定健康診査事業 新規・既存区分 既存(法定)

実
績 3-ア 実

績 ３．健保組合と事業主との共同事業
共同事業 共同事業ではない
事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  40 〜 74 対象者分類  被保険者,被扶養者

注2)プロセス分
類

計
画 ケ 実施方法 計

画 社内検診会場の活用 予算額 -千円
実
績 ケ 実

績
組合員の居住エリアに多数所在する店舗で行う社内検診を活用して、希望する被扶養者にも受診勧奨
を行い実施した。

注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 コ 実施体制 計

画 - 決算額 864 千円
実
績 コ 実

績
事業主と連携して実施した。被扶養者については、健康保険組合職員で、勧奨から予約、社内担当部
署との調整を実施した。

実施計画
(令和4年度)

振り返り

評価 ４．80%以上
事業目標

今後も事業規模拡大が見込まれることから、資格取得時の健康診断を含め、健康教育を充実させる。

社内検診開始時に併せて、被扶養者に対し個別に勧奨

実施状況・時期  6月から8月にかけ、社内健診に合わせ実施した。
成功・推進要因  事業所による健診のため、受診率が高い。被保険者の実施率は90.3%と目標を達成した。
課題及び阻害要因

 
被扶養者の実施率が18.4％と低調であり、被扶養者の受診率向上に課題がある。
非正規雇用の加入者が大幅に増加し、当初計画の達成が相当困難となっている。
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特定保健指導

対象事業所  全て 性別  男女 年齢  40 〜 74 対象者分類  基準該当者

受診率の向上により重症化を予防し、医療費の削減を目指す。

アウトプット指標
健診受診率（【平成29年度末の実績値】90％【計画値/実績値】令和4年度：90％/82.6％　【達成度】91.8%）健診受診率90％以上[被保険者は90.3%、被扶養者は18.4％となった。] 
アウトカム指標

健診受診率（【平成29年度末の実績値】82％【計画値/実績値】令和4年度：90％/82.6％　【達成度】91.8%）生活習慣病等の早期発見による重症化予防[重症化予防については、指導時に説明して動機
付けを行ったため実施者の実績は100％で算出。] 

外部委託先
計
画 外部委託しない

実
績

委託の
有無 外部委託しない

2 事業名
健康課題との関
連
分類
注1)事業分類 計

画 4-ア 実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 特定保健指導事業 新規・既存区分 既存(法定)

実
績 4-ア 実

績 １．健保組合
共同事業 共同事業ではない
事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  40 〜 74 対象者分類  基準該当者

注2)プロセス分
類

計
画 ケ 実施方法 計

画 - 予算額 -千円
実
績 ケ 実

績 事業主と調整して勤務時間内で行うこととし、文書送付、連絡、指導までを一括して実施。
注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ア,コ 実施体制 計

画 - 決算額 6,542 千円
実
績 ア,コ 実

績
事業主と調整のもと、委託事業として実施し、組合職員が事業実施に関する会社との調整、健
診結果の委託、実施結果の整理等を実施した。

実施計画
(令和4年度)

今後も事業規模拡大が見込まれることから、資格取得時の健康診断を含め、健康教育を充実させる。

結果データ取得後、随時実施
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「ほけんだより」の発行

対象事業所  全て 性別  男女 年齢  16 〜 74 対象者分類  被保険者

振り返り

評価 ４．80%以上
事業目標
重症化を防ぎ医療費の削減を目指す

アウトプット指標
特定保健指導実施率（【平成29年度末の実績値】1％【計画値/実績値】令和4年度：5％/29.0％　【達成度】580.0%）特定保健指導実施率2%以上[外部委託により実施したが、実績が改善した。] 
アウトカム指標

特定保健指導実施率（【平成29年度末の実績値】1％【計画値/実績値】令和4年度：5％/29.0％　【達成度】580.0%）生活習慣の改善による疾病の重症化予防[令和3年度の実績25.1%から29.0％となり
、15.5％増加した。重症化予防については、指導時に説明して動機付けを行ったため、実績は100％で算出。] 

外部委託先

計
画 外部委託しない

実
績

委託の有無 外部委託した

外部委託先事
業者

登録されていない事業者に委託した
※データヘルス・ポータルサイトに登録されていない事業者に委託した場合には、評価の入力はできません。評価を入力する場合には、事業者にてデータヘルス・
ポータルサイトに登録いただくようお伝えください。

3 事業名
健康課題との関
連
分類
注1)事業分類 計

画 2,5-キ 実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 保健指導宣伝 新規・既存区分 既存

実
績 2, 5-キ 実

績 １．健保組合
共同事業 共同事業ではない
事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  16 〜 74 対象者分類  被保険者

注2)プロセス分
類

計
画 シ 実施方法 計

画 - 予算額 -千円

実施状況・時期  社内健診実施後より委託業者により実施した。
成功・推進要因  事業主との連携のもと店舗の協力により、過去実績より保健指導の周知が図られており、コロナ禍ではあったが、今年度も実施者数が増加している。
課題及び阻害要因  本年も扶養者や深夜勤務者への保健指導が行えなかった。

該当なし（これまでの経緯等で実施する事業）
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育児図書の送付

対象事業所  全て 性別  女性 年齢  16 〜 74 対象者分類  被保険者

実
績 シ 実

績 計画通り実施できた。
注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ア 実施体制 計

画 - 決算額 1,657 千円
実
績 ア 実

績 組合職員で掲載内容の分析・企画を行い原稿を作成して業者に印刷させ配付した。
実施計画
(令和4年度)

振り返り

評価 ５．100%
事業目標
健康保険制度全般に対する教育活動の一環

アウトプット指標  「ほけんだより」発行（【平成29年度末の実績値】2回【計画値/実績値】令和4年度：2回/2回　【達成度】100.0%）―[-] 
アウトカム指標  「ほけんだより」発行（【平成29年度末の実績値】2回【計画値/実績値】令和4年度：2回/2回　【達成度】100.0%）―[-] 

外部委託先
計
画 外部委託しない

実
績 委託の有無 外部委託しない

4 事業名
健康課題との関
連
分類
注1)事業分類 計

画 2,5-キ 実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 保健指導宣伝 新規・既存区分 既存

実
績 2, 5-キ 実

績 １．健保組合
共同事業 共同事業ではない
事業の内容
対象者 計

画

4月・9月に発行

実施状況・時期  計画通りの時期に発行し、全組合員に加えて各拠点における閲覧使用分も配付した。
成功・推進要因

ホームページや会社の内部周知用システムと併せて活用することで、レセプトの分析結果を踏まえた疾病や予防の解説、受診心得の周知、組合の状況周知など、様々な広報に活用でき
た。
課題及び阻害要因  送付数が増加していることから、紙媒体からの変更を検討するとともに、ホームページと合わせた掲載内容の検を進める必要がある。

該当なし（これまでの経緯等で実施する事業）
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参考図書の配布

実
績 対象事業所  全て 性別  女性 年齢  16 〜 74 対象者分類  被保険者

注2)プロセス分
類

計
画 ケ,シ 実施方法 計

画 - 予算額 -千円
実
績 ケ,シ 実

績 健康保険組合の広報に加えて、事業主からの広報実施により実績が向上した。
注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ア 実施体制 計

画 - 決算額 425 千円
実
績 ア 実

績 事業所の担当部門との調整を積極的に行い、普及に努めた。
実施計画
(令和4年度)

振り返り

評価 ５．100%
事業目標
第1子出産による子育てに関する情報提供を行うことにより、メンタル面を含めた母性保護を目的とする

アウトプット指標  育児図書送付（【平成29年度末の実績値】10人【計画値/実績値】令和4年度：17人/26人　【達成度】152.9%）―第１子誕生被保険者へ送付[-] 
アウトカム指標  育児図書送付（【平成29年度末の実績値】10.4人【計画値/実績値】令和4年度：17人/26人　【達成度】152.9%）―第１子誕生被保険者へ送付[-] 

外部委託先
計
画 外部委託しない

実
績 委託の有無 外部委託しない

5 事業名
健康課題との関
連
分類
注1)事業分類 計

画 2 実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 保健指導宣伝 新規・既存区分 既存

実
績 2 実

績 １．健保組合

第1子出産者に対して実施

実施状況・時期  健保加入者が出産した0歳〜3歳の乳児を持つ76名に育児書を配布しサポートを行った。また、第1子誕生に併せて育児用品を配布した。
成功・推進要因

育児に関するアンケート実施して育児用品を複数種類の選択としている。また若い世代の育児をサポートすることにより、健全な環境整備を行えた。事業主からの広報も有効に機能し
た。
課題及び阻害要因  特になし。

今後も事業規模拡大が見込まれることから、資格取得時の健康診断を含め、健康教育を充実させる。
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対象事業所  母体企業 性別  男女 年齢  18 〜 25 対象者分類  被保険者

医療費通知・ジェネリック医薬品使用差額通知

共同事業 共同事業ではない
事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  母体企業 性別  男女 年齢  18 〜 （上限なし） 対象者分類  被保険者

注2)プロセス分
類

計
画 ケ,シ 実施方法 計

画 - 予算額 -千円
実
績 ケ,シ 実

績
事業主と調整し、年1回入社式での説明、参考図書の配布を行い、その他の社員にも保険証送付に合
わせてリーフレットを同封し制度周知を行った。

注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ア 実施体制 計

画 - 決算額 132 千円
実
績 ア 実

績 事業主と連携して、共同で事業運営を実施した。
実施計画
(令和4年度)

振り返り

評価 ５．100%
事業目標
健康保険制度全般についての啓発

アウトプット指標  新入社員への啓発（【平成29年度末の実績値】150人【計画値/実績値】令和4年度：150人/151人　【達成度】100.7%）―[その他の社員については全員に実施している。] 
アウトカム指標  新入社員への啓発（【平成29年度末の実績値】150人【計画値/実績値】令和4年度：150人/151人　【達成度】100.7%）―[その他の社員については全員に実施している。] 

外部委託先
計
画 外部委託しない

実
績

委託の有
無 外部委託しない

6 事業名
健康課題との関
連
分類

入社式を含め、資格取得時に実施

実施状況・時期  4月の入社式において、健康保険制度の意義等を説明し、参考図書を配布した。また、その他の社員については、健康保険証送付時にリーフレットを同封した。
成功・推進要因

入社式では十分な説明時間を確保した。また、その他の社員に対しても保険証送付時にリーフレットを同封しており、その後の「健保だより」による年2回の広報と合わせて、効果が
あった。
課題及び阻害要因  なし

該当なし（これまでの経緯等で実施する事業）
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対象事業所  全て 性別  男女 年齢  0 〜 74 対象者分類  被保険者,被扶養者,任意継続者

人間ドック・生活習慣病健診

注1)事業分類
計
画 2 実施主体

計
画 １．健保組合 予算科目 保健指導宣伝 新規・既存区分 既存

実
績 2 実

績 １．健保組合
共同事業 共同事業ではない
事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  0 〜 74 対象者分類  被保険者,被扶養者,任意継続者

注2)プロセス分
類

計
画 シ 実施方法 計

画 - 予算額 -千円
実
績 シ 実

績
事業主と調整し実施した。周知に当たっては、組合の広報に加えて事業主が運営するシステムを使
用して計画通り実施した。

注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ア 実施体制 計

画 - 決算額 629 千円
実
績 ア 実

績 事業主と連携して実施した。
実施計画
(令和4年度)

振り返り

評価 ４．80%以上
事業目標
医療制度への関心を高める

アウトプット指標  医療費通知等（【平成29年度末の実績値】2回【計画値/実績値】令和4年度：2回/2回　【達成度】100.0%）―[-] 
アウトカム指標  医療費通知等（【平成29年度末の実績値】2回【計画値/実績値】令和4年度：2回/2回　【達成度】100.0%）―[-] 

外部委託先
計
画 外部委託しない

実
績 委託の有無 外部委託しない

7 事業名

年2回実施

実施状況・時期  2月と3月に計画通りに送付した。
成功・推進要因  ホームページや事業主が運営するシステムを活用し、発行時期を周知したことで、問い合わせが少なかった。
課題及び阻害要因  ジェネリック通知については、過去に実施していたが所要の効果が得られなかったため、実施を保留している。
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対象事業所  全て 性別  男女 年齢  40 〜 74 対象者分類  被保険者,被扶養者

健康課題との関
連
分類
注1)事業分類 計

画 2 実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 疾病予防 新規・既存区分 既存

実
績 2 実

績 １．健保組合
共同事業 共同事業ではない
事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  40 〜 74 対象者分類  被保険者,被扶養者

注2)プロセス分
類

計
画 ケ,シ 実施方法 計

画 - 予算額 -千円
実
績 ケ,シ 実

績
事業主と調整し実施した。周知に当たっては、組合の広報に加えて事業主が運営するシステムを使
用して計画通り実施した。

注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ア 実施体制 計

画 - 決算額 9,060 千円
実
績 ア 実

績
事業主と調整し実施した。周知に当たっては、組合の広報に加えて事業主が運営するシステムを使
用して計画通り実施した。

実施計画
(令和4年度)

振り返り

評価 ４．80%以上
事業目標
健康に対する自覚を高め、医療費の削減を図る

アウトプット指標
人間ドック受診（【平成29年度末の実績値】9％【計画値/実績値】令和4年度：13％/6.3％　【達成度】48.5%）受診率13%以上[非正規雇用の加入者が大幅に増加し、当初計画の達成が相当困難となっ
ている。] 
アウトカム指標

人間ドック受診（【平成29年度末の実績値】9％【計画値/実績値】令和4年度：13％/6.3％　【達成度】48.5%）疾病の早期発見・治療[非正規雇用の加入者が大幅に増加し、当初計画の達成が相当困難
となっている。] 

今後も事業規模拡大が見込まれることから、資格取得時の健康診断を含め、健康教育を充実させる。

広報誌等への利用案内掲載を行う

実施状況・時期  契約医療機関と連携し、年間を通して実施した。440名実施。
成功・推進要因  事業主と連携した取り組みを進め、管理職の会社補助による受診勧奨及びこれまでの広報の成果もあり、年々受診者が増えている。
課題及び阻害要因

 
一般社員については、実施率が向上せず、事業主と連携して普及方法の検討が必要。
特に適用拡大で非正規雇用の加入者が急激に増加しており、実績を向上させる必要がある。

29



大腸癌検診

対象事業所  母体企業 性別  男女 年齢  18 〜 74 対象者分類  被保険者

外部委託先
計
画 外部委託しない

実
績 委託の有無 外部委託しない

8 事業名
健康課題との関
連
分類
注1)事業分類 計

画 3-ウ 実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 疾病予防 新規・既存区分 既存

実
績 3-ウ 実

績 １．健保組合
共同事業 共同事業ではない
事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  母体企業 性別  男女 年齢  18 〜 74 対象者分類  被保険者

注2)プロセス分
類

計
画 ウ,シ 実施方法 計

画 - 予算額 -千円
実
績 ウ,シ 実

績
事業主と健診内容を含めて調整し実施した。周知に当たっては、組合の広報に加えて事業主が運営
するシステムを使用した。

注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ア 実施体制 計

画 - 決算額 7,518 千円
実
績 ア 実

績 事業主と健診内容や広報手段を含めて調整して実施した結果、高い水準となっている。
実施計画
(令和4年度)

振り返り

評価 ４．80%以上
事業目標

今後も事業規模拡大が見込まれることから、資格取得時の健康診断を含め、健康教育を充実させる。

事業主との連携を図り実施

実施状況・時期  事業主と調整して、社内健診に合わせて実施した。
成功・推進要因  事業所による健診のため、受診率が高い。被保険者の実施率は90.3%と目標を達成した。
課題及び阻害要因

 
被扶養者の実施率が18.4％と低調であり、被扶養者の受診率向上に課題がある。
非正規雇用の加入者が大幅に増加し、当初計画の達成が相当困難となっている。
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プール利用券配布

対象事業所  全て 性別  男女 年齢  0 〜 74 対象者分類  被保険者,被扶養者

がん検診を行うことにより、早期発見や関心を高める

アウトプット指標
大腸がん健診（【平成29年度末の実績値】90％【計画値/実績値】令和4年度：94％/82.3％　【達成度】87.6%）提出率95%以上[非正規雇用の加入者が大幅に増加し、当初計画の達成が相当困難となっ
ている。] 
アウトカム指標

大腸がん健診（【平成29年度末の実績値】90％【計画値/実績値】令和4年度：94％/82.3％　【達成度】87.6%）ガンの早期発見・早期治療[非正規雇用の加入者が大幅に増加し、当初計画の達成が相当
困難となっている。] 

外部委託先
計
画 外部委託しない

実
績 委託の有無 外部委託しない

9 事業名
健康課題との関
連
分類
注1)事業分類 計

画 8 実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 体育奨励 新規・既存区分 既存

実
績 8 実

績 １．健保組合
共同事業 共同事業ではない
事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  0 〜 74 対象者分類  被保険者,被扶養者

注2)プロセス分
類

計
画 ス 実施方法 計

画 - 予算額 -千円
実
績 ス 実

績 計画通り実施した。
注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ス 実施体制 計

画 - 決算額 0 千円
実
績 ス 実

績 計画通り実施した。
実施計画
(令和4年度)

該当なし（これまでの経緯等で実施する事業）

健康保険組合連合会大阪連合会からの斡旋事業に参画する
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振り返り

評価 ４．80%以上
事業目標
健康保持を目指す

アウトプット指標  健康増進（【平成29年度末の実績値】1回【計画値/実績値】令和4年度：1回/1回　【達成度】100.0%）―[-] 
アウトカム指標  健康増進（【平成29年度末の実績値】1回【計画値/実績値】令和4年度：1回/1回　【達成度】100.0%）―[-] 

外部委託先
計
画 外部委託しない

実
績 委託の有無 外部委託しない

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) ア．加入者等へのインセンティブを付与  イ．受診状況の確認（要医療者・要精密検査者の医療機関受診状況）  ウ．受診状況の確認（がん検診・歯科健診の受診状況）  エ．ＩＣＴの活用（情報作成又は情報提供でのＩＣＴ活用など）

オ．専門職による対面での健診結果の説明  カ．他の保険者と共同で集計データを持ち寄って分析を実施  キ．定量的な効果検証の実施  ク．対象者の抽出（優先順位づけ、事業所の選定など）
ケ．参加の促進（選択制、事業主の協力、参加状況のモニタリング、環境整備）  コ．健診当日の面談実施・健診受診の動線活用  サ．保険者以外が実施したがん検診のデータを活用  シ．事業主と健康課題を共有  ス．その他

注３) ア．事業主との連携体制の構築  イ．産業医または産業保健師との連携体制の構築  ウ．専門職との連携体制の構築（産業医・産業保健師を除く）  エ．他の保険者との共同事業  オ．他の保険者との健診データの連携体制の構築  カ．自治体との連携体制の構築
キ．医療機関・健診機関との連携体制の構築  ク．保険者協議会との連携体制の構築  ケ．その他の団体との連携体制の構築  コ．就業時間内も実施可（事業主と合意）  サ．運営マニュアルの整備（業務フローの整理）
シ．人材確保・教育（ケースカンファレンス∕ライブラリーの設置）  ス．その他

実施状況・時期  6月に機関誌等広報媒体で周知を行い、実施した。
成功・推進要因

 
健康保険組合の広報に加えて194名に配布した。
事業主と調整し実施した。周知に当たっては、組合の広報に加えて事業主が運営するシステムを使用した。

課題及び阻害要因  利用者が固定化しており、新規拡大に向けた広報を検討する必要がある。
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